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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、「最新テクノロジーを使用して、だれでもお金のことを楽しく学べるプラットフォームを拡大」というミッションのもと、持続的な成長
及び中長期的な企業価値の向上を実現するため、コーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営課題の一つと位置付けております。

この考え方のもと、経営の効率性及び迅速性と、適法性及び健全性を両立させ、株主をはじめ、顧客、従業員、取引先その他のステークホルダー
の利益に配慮した、公正かつ透明性の高い経営に努めております。

また、取締役会による監督機能及び監査等委員会による監査・監督機能の実効性を高めるとともに、内部統制、コンプライアンス及びリスク管理
の各体制を継続的に整備・強化し、適時かつ適切な情報開示と説明責任の遂行を通じて、ステークホルダーからの信頼の確保に取り組んでまい
ります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【コーポレートガバナンス・コード（2026年7月版）に基づき記載しています。】

【基本原則1　株主の権利・平等性の確保、株主との対話】

当社は、株主の権利及び実質的な平等性を確保するため、株主総会招集通知の早期開示、当社ウェブサイトへの掲載及びインターネットによる
議決権行使環境の整備等に努めております。また、重要な会社情報について、法令及び東京証券取引所の規則等に従い、適時、適切かつ公平
に開示しております。

株主・投資家との建設的な対話に前向きに対応するとともに、対話を通じて得られた意見等については、必要に応じて経営陣及び取締役会に共
有し、経営及びIR活動に活用するよう努めております。

【基本原則2　株主以外のステークホルダーとの適切な協働】

当社グループは、「最新テクノロジーを使用して、誰でもお金のことを楽しく学べるプラットフォームを拡大」というミッションのもと、株主のみならず、
ユーザー、クリエイター、従業員、取引先その他のステークホルダーとの適切な協働が、持続的な成長及び中長期的な企業価値の向上に不可欠
であると認識しております。

また、企業行動規範、コンプライアンス規程、リスク管理規程及び内部通報規程等を整備するとともに、コンプライアンス・リスク管理委員会を設置
し、健全な企業文化及び事業活動倫理の確立に取り組んでおります。

【基本原則3　適切な情報開示と透明性の確保】

当社は、法令に基づく財務情報の開示に加え、経営方針、経営戦略、事業等のリスク、サステナビリティ及びコーポレート・ガバナンス等の非財務
情報についても、有価証券報告書、適時開示資料、株主総会招集通知及び当社ウェブサイト等を通じて主体的に開示しております。

開示する情報については、正確性、公平性及び適時性を確保するとともに、株主・投資家にとって分かりやすく有用な情報となるよう努めておりま
す。

【基本原則4　取締役会等の責務】

当社は、監査等委員会設置会社として、取締役会が経営方針、経営戦略その他の重要事項を決定するとともに、取締役の職務執行を監督する体
制を整備しております。

監査等委員である取締役が取締役会において議決権を行使し、取締役の職務執行を監査・監督することにより、取締役会の監督機能の強化並び
に経営の透明性及び健全性の確保を図っております。また、監査等委員会、内部監査担当者及び会計監査人が必要に応じて情報交換及び意見
交換を行い、相互に連携する体制としております。

取締役会は、持続的な成長及び中長期的な企業価値の向上に向け、経営戦略、経営資源の配分、リスク管理及び内部統制等について審議し、
経営陣による迅速かつ適切な意思決定及びリスクテイクを支えるとともに、業務執行に対する実効性の高い監督に努めております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

サイブリッジ合同会社 2,029,500 19.80

モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社 413,700 4.04

楽天証券株式会社共有口 398,700 3.89

株式会社SBI証券 217,125 2.12

薮田　晃彰 164,000 1.42



BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNY GCM CLIENT ACCOUNTS M LSCB RD（常任代理人：株式

会社三菱UFJ銀行）
139,409 1.36

J.P.MORGAN SECURITIES PLC（常任代理人：JPモルガン証券株式会社） 125,100 1.22

上山　直人 122,800 1.20

マネックス証券株式会社 103,180 1.01

打田　保貴 100,000 0.98

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

上記大株主の状況は、2026年5月31日現在の株主名簿に基づき記載しております。

なお、当社は、2026年6月10日付でサイブリッジ合同会社を割当先とする第三者割当により普通株式2,098,000株を発行しております。これにより、
同社の所有株式数は4,127,500株となっております。また、同社は当社のその他の関係会社に該当しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 グロース

決算期 5 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社は、2026年1月14日付でサイブリッジ合同会社との間で資本業務提携契約を締結しております。同社は当社の主要株主及び筆頭株主である
とともに、当社のその他の関係会社に該当しております。また、当該資本業務提携契約に基づき、同社は当社の取締役候補者を推薦する権利等
を有しております。

当社は、同社及び同社グループが有する経営資源やノウハウを活用し、既存事業の成長、プロダクトの改善、集客・認知度の向上及びM&A戦略
の推進等に取り組んでおります。一方、当社の経営上の意思決定については、当社取締役会が法令、定款及び社内規程に基づき独立して行うこ
ととしております。

同社又はその関係者との取引を行う場合には、一般の取引条件と同様の適切な条件とすることを基本とし、取引の必要性及び合理性、取引条件
並びにその決定方法の妥当性等について取締役会において十分に審議し、当社及び少数株主の利益を害することのないよう対応する方針です。

また、当社は監査等委員会設置会社であり、監査等委員である取締役3名全員を社外取締役かつ独立役員として指定し、経営の透明性及び客観
性の確保並びに少数株主の利益保護に努めております。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】



定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

西川幸秀 他の会社の出身者 ○

河村大 他の会社の出身者

古川賢隆 他の会社の出身者 ○

鈴木秀昌 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

西川幸秀 　 　

同氏は、当社の主要株主及びその他の関
係会社であるサイブリッジ合同会社と同一
企業グループに属するサイブリッジグルー
プ株式会社に所属しております。

同氏は、長年にわたり複数の企業経営に携わ
り、資本業務提携、M&A及び事業構造改革等
に関する豊富な知見を有しております。これら
の経験及び知見を活かし、当社の経営全般に
対して専門的かつ客観的な助言及び監督を行
うことが期待できることから、社外取締役に選
任しております。

河村大 ○ ○ ―――

同氏は、事業運営の実務に精通するとともに、
経営戦略の立案及び経営管理に関する豊富な
知識及び経験を有しております。これらの知識
及び経験を当社の経営に対する監査・監督に
活かしていただくことが期待できることから、監
査等委員である社外取締役に選任しておりま
す。

また、同氏は東京証券取引所が定める独立性
基準を満たしており、一般株主との間に利益相
反が生じるおそれがないと判断し、独立役員に
指定しております。



古川賢隆 ○ ○
同氏は、当社の連結子会社であるTakaTr
ade株式会社の社外取締役を兼任してお
ります

同氏は、内部統制、内部管理体制、金融機関
における情報システム及び情報管理に関する
豊富な経験を有しております。これらの経験及
び知見を当社の経営に対する監査・監督に活
かしていただくことが期待できることから、監査
等委員である社外取締役に選任しております。

また、同氏は東京証券取引所が定める独立性
基準を満たしており、一般株主との間に利益相
反が生じるおそれがないと判断し、独立役員に
指定しております。

鈴木秀昌 ○ ○ ―――

同氏は、弁護士として法律実務に精通し、企業
法務、コンプライアンス及び紛争対応に関する
高度な専門的知見と豊富な実務経験を有して
おります。これらの知見及び経験を当社の経営
に対する監査・監督に活かしていただくことが
期待できることから、監査等委員である社外取
締役に選任しております。

また、同氏は東京証券取引所が定める独立性
基準を満たしており、一般株主との間に利益相
反が生じるおそれがないと判断し、独立役員に
指定しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 0 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

当社は、現在、監査等委員会の職務を専任で補助する取締役及び使用人を置いておりませんが、常勤監査等委員を選定するとともに、内部監査
担当者及びコーポレート部門が、監査等委員会に対して必要な情報提供及び事務的な支援を行う体制としております。

また、監査等委員会がその職務を補助すべき使用人の配置を求めた場合には、使用人の中から監査等委員会補助者を任命することができる体
制としております。当該補助者の任命、解任、人事異動及び賃金等の改定については、監査等委員会の同意を得たうえで取締役会が決定するこ
ととし、業務執行に係る役職を兼務させず、その職務の遂行について監査等委員会の指示に従うことにより、取締役からの独立性及び監査等委
員会の指示の実効性を確保する方針です。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会、内部監査担当者及び会計監査人は、監査の実効性を高め、監査全体の質的向上を図るため、必要に応じて情報交換及び意見交
換を行い、相互に連携しております。

監査等委員会は、内部監査担当者から年間内部監査計画について事前に説明を受けるとともに、内部監査の実施状況及び結果について適宜報
告を受けております。また、必要があると認める場合には、追加監査の実施又は業務改善策の策定等を求めることができる体制としております。

監査等委員会は、会計監査人から監査計画、監査の実施状況及び監査結果等について報告及び説明を受け、必要に応じて意見交換を行ってお
ります。監査等委員会、内部監査担当者及び会計監査人は、各監査における計画、監査結果及び把握した課題等を共有することにより、緊密な
相互連携を図っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし



【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独自の独立性判断基準を定めておりませんが、東京証券取引所が定める独立性基準を参考に、一般株主との間に利益相反が生じるお
それがないと判断した社外取締役を独立役員に指定しております。

現在、監査等委員である社外取締役3名全員を独立役員に指定しております。各独立役員は、それぞれの専門的知識及び豊富な経験に基づき、
独立かつ客観的な立場から、取締役会における意思決定及び業務執行の監督並びに監査等委員会における監査・監督を行っております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社は、取締役及び従業員等の業績向上に対する意欲及び士気を高め、中長期的な企業価値及び株主価値の向上を図ることを目的として、ス
トックオプション制度を導入しております。

なお、現在の取締役の報酬体系は固定報酬のみであり、業績連動報酬制度は導入しておりません。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役、従業員、その他

該当項目に関する補足説明

当社は、中長期的な企業価値及び株主価値の向上に対する意識を高めることを目的として、取締役及び従業員等に対して新株予約権を付与して
おります。「その他」には、社外協力者及び監査役在任時に新株予約権の付与を受けた者が含まれております。なお、付与対象者の役職及び地
位は、付与時点のものを含んでおります。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2026年5月期における役員区分ごとの報酬等の総額は、取締役（社外取締役を除く。）77,545千円、社外取締役2,700千円、社外監査役11,600千円
であります。報酬等の総額が1億円以上である者が存在しないため、役員ごとの個別報酬は開示しておりません。なお、報酬等は全て固定報酬で
あり、業績連動報酬はありません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は、取締役会において、取締役の報酬等の内容に係る決定方針として「役員報酬に関する内規」を定めております。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等については、株主総会で決議された年額150百万円以内の範囲において、同業他社の水準、
当社の業績、従業員給与との均衡並びに各取締役に求められる職責及び能力等を総合的に考慮し、取締役会で決定しております。

監査等委員である取締役の報酬等については、株主総会で決議された年額150百万円以内の範囲において、監査・監督機能を十分に果たすため
に必要な報酬額を、監査等委員の協議により決定しております。

現在の報酬体系は固定報酬のみであり、業績連動報酬は導入しておりません。



【社外取締役のサポート体制】

社外取締役のサポートはコーポレート部門が担当し、問い合わせ窓口を明確にすることにより、円滑な情報提供及びコミュニケーションを図ってお
ります。

取締役会の付議事項及び資料については、可能な限り事前に提供するとともに、必要に応じて議案の内容、背景及び検討事項等について説明を
行っております。また、監査等委員である社外取締役に対しては、内部監査担当者及び会計監査人との情報共有及び意見交換の機会を確保し、
監査・監督に必要な情報が適時に提供される体制を整備しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は、会社法上の機関として、株主総会、取締役会、監査等委員会及び会計監査人を設置しております。また、業務執行上の重要事項を審議
する経営会議及び当社グループのコンプライアンス・リスク管理を担うコンプライアンス・リスク管理委員会を設置しております。

取締役会は、監査等委員でない取締役3名及び監査等委員である取締役3名の合計6名で構成され、うち4名が社外取締役であります。取締役会
は、原則として毎月1回開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、経営の基本方針その他の重要事項を決定するとともに、取締役の職務執行を
監督しております。

監査等委員会は、監査等委員である社外取締役3名で構成され、うち1名を常勤の監査等委員としております。監査等委員会は、原則として毎月1
回開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、監査方針及び監査計画の策定、監査の実施状況等に関する情報共有を行っております。また、監
査等委員は、取締役会その他の重要な会議への出席、重要書類の閲覧及び取締役等からの報告聴取等を通じて、取締役の職務執行を監査・監
督しております。

経営会議は、代表取締役、監査等委員でない社内取締役、各部長その他代表取締役が指名する者で構成され、常勤の監査等委員も出席してお
ります。原則として毎月1回以上開催し、当社グループの組織、事業運営その他の経営上の重要事項を審議するとともに、取締役会に付議する議
案の意思決定プロセスの明確化及び透明性の確保を図っております。

内部監査については、独立した内部監査室は設置しておりませんが、内部監査規程に基づき、代表取締役が指名した内部監査責任者及び内部
監査担当者が内部監査を実施しております。内部監査の結果は代表取締役に報告し、改善が必要な場合には被監査部門及び子会社に対して改
善を指示しております。また、監査等委員会及び会計監査人と情報交換及び意見交換を行い、相互に連携しております。

コンプライアンス・リスク管理委員会は、代表取締役を委員長とし、取締役及び各部長を中心に構成され、原則として3カ月に1回以上開催しており
ます。同委員会は、当社グループのリスクを横断的に把握・管理し、コンプライアンスの推進、リスクの発生防止及びリスク発生時の損失の最小化
を図っております。

会計監査人には史彩監査法人を選任し、独立した立場から会計監査を受けております。

取締役候補者の指名については、取締役会が、各候補者の経験、専門性、能力及び当社の経営体制全体のバランス等を総合的に勘案して株主
総会に付議する候補者を決定しております。

監査等委員でない取締役の報酬については、株主総会で承認された報酬限度額の範囲内で、各取締役の職責、能力及び貢献度等を総合的に
勘案し、取締役会において決定しております。監査等委員である取締役の報酬については、株主総会で承認された報酬限度額の範囲内で、監査
等委員である取締役の協議により決定しております。

なお、当社は、指名委員会又は報酬委員会に相当する任意の委員会を設置しておりません。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、2026年8月26日開催の第7回定時株主総会における定款変更の承認を受け、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行して
おります。

監査等委員である取締役が取締役会において議決権を行使するとともに、業務執行取締役の職務執行を監査・監督することにより、取締役会の
監督機能及び経営の透明性を一層強化することができると判断しております。

また、取締役会が経営の基本方針及び重要な業務執行に関する事項について適正かつ迅速に意思決定を行い、監査等委員会、内部監査担当
者及び会計監査人が相互に連携して監査を実施することにより、経営の効率性と健全性を確保することができると考えております。

さらに、取締役6名のうち4名を社外取締役とし、そのうち3名を独立役員として指定することで、客観的かつ専門的な立場からの助言及び監督を受
ける体制としております。

以上から、現在の監査等委員会設置会社としての体制が、当社グループの持続的な成長、中長期的な企業価値の向上及びコーポレート・ガバナ
ンスの実効性確保に適していると判断しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
2026年8月26日開催の第7回定時株主総会について、電子提供措置を同年8月5日に開始
し、招集通知を同年8月7日に発送するなど、株主が議案を十分に検討できる期間の確保
に努めております。

集中日を回避した株主総会の設定
より多くの株主が株主総会に参加できるよう、株主総会が特定の日に集中することを避け
た日程の設定に努めております。第7回定時株主総会は2026年8月26日に開催いたしまし
た。



電磁的方法による議決権の行使
株主の議決権行使の利便性を高めるため、議決権行使書面による行使に加え、パソコン
又はスマートフォンを利用したインターネットによる議決権行使を可能としております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社ウェブサイトのIRページにディスクロージャーポリシーを掲載し、情報開示
の基準、方法、将来情報の取扱い及び沈黙期間について公表しております。

IR資料のホームページ掲載
当社ウェブサイトのIRページに、決算短信、有価証券報告書、決算説明資料、
適時開示資料、株主総会資料その他のIR情報を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 コーポレート部をIRに関する担当部署としております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、企業行動規範等を定め、株主、顧客、取引先、債権者、従業員その他のステーク
ホルダーを尊重した企業活動を行うこととしております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、ステークホルダーに対する適時、適切かつ公平な情報開示が重要であると認識し
ており、法令及び東京証券取引所の規則に基づく情報に加え、当社への理解を深めるた
めに有用な情報についても、当社ウェブサイト等を通じて積極的に提供する方針としており
ます。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、コーポレート・ガバナンスの実効性を高め、企業価値の向上を図るため、内部統制システムに関する基本方針及び各種社内規程を制定
し、役職員の責任を明確化するとともに、規程の周知及び遵守を徹底し、内部統制システムが有効に機能する体制を整備しております。

1．取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するため、取締役会において重要事項を決定し、業務執行状況及び法
令・社内規程の遵守状況を監督しております。また、企業行動規範、コンプライアンス規程及び内部通報規程等を整備し、内部通報者が不利益な
取扱いを受けない体制を構築しております。

2．取締役の職務執行に係る文書その他の重要情報について、文書管理規程その他の社内規程に基づき適切に作成、保存及び管理するととも
に、個人情報の適切な管理体制を整備しております。

3．コンプライアンス規程及びリスク管理規程に基づき、代表取締役を委員長とするコンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、当社グループの
リスクを横断的に把握・管理しております。また、内部監査担当者がリスク管理の実施状況を監査しております。

4．取締役会を原則として毎月1回以上開催し、重要事項の決定及び業務執行状況の監督を行うとともに、業務分掌規程及び職務権限規程により
権限と責任を明確化し、効率的かつ迅速な職務執行を確保しております。

5．関係会社管理規程に基づき、子会社の業務執行状況を管理・監督し、子会社の重要事項について当社取締役会への付議又は報告を求めると
ともに、子会社を内部監査の対象としております。

6．監査等委員会が監査等委員会の職務を補助する使用人の配置を求めた場合には補助者を任命できるものとし、その人事について監査等委員
会の同意を得ることにより、取締役からの独立性及び監査等委員会による指示の実効性を確保しております。

7．当社グループの取締役及び使用人等は、法令違反又は会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見した場合、速やかに監査等委員会
へ報告するものとし、報告者が不利益な取扱いを受けない体制を整備しております。

8．監査等委員は、取締役会その他の重要会議に出席できるものとし、監査等委員会は、代表取締役、内部監査担当者及び会計監査人との情報
交換及び意見交換を通じて、監査の実効性を確保しております。

9．監査等委員がその職務の執行に必要な費用の前払又は償還等を請求した場合には、当該費用が監査等委員の職務執行に必要でないと認め
られる場合を除き、速やかに処理することとしております。

10．財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他の関係法令に基づき財務報告に係る内部統制を整備、運用及び評価し、不備が
認められた場合には必要な是正を行う体制を整備しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、反社会的勢力とは一切の関係を遮断し、反社会的勢力からの不当な要求に対しては断固として拒否することを基本方針として
おります。

健全な業務遂行の確保並びに反社会的勢力の排除及び被害の防止を図ることを目的として、「反社会的勢力等排除及び対策規程」を整備し、役



員及び従業員に周知しております。

また、反社会的勢力による不当要求等に対しては、警察、暴力追放運動推進センター及び弁護士等の外部専門機関と連携して組織的に対応す
ることとし、平素から情報収集に努め、速やかに対処できる体制を整備しております。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社は、金融商品取引法その他の関係法令及び東京証券取引所が定める適時開示規則に従い、適時、適切かつ公平な会社情報の開示に努め
ております。

当社及び子会社において決定又は発生した重要な会社情報については、コーポレート部を中心として情報を収集し、代表取締役及び関係部門に
おいて重要性及び開示の要否を検討のうえ、必要に応じて取締役会の承認を経て開示しております。

適時開示が必要と判断された情報については、TDnet等を通じて速やかに開示するとともに、当社ウェブサイトにも掲載し、株主及び投資家をはじ
めとするステークホルダーに対する公平かつ広範な情報提供に努めております。また、重要情報については、開示までの間、関係者を限定するな
ど適切な情報管理を行っております。




